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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
１．訂正の経緯

　当社の連結子会社であるENDO STAINLESS STEEL(THAILAND)CO.,LTD.（以下「ESST社」という）において、平成21年

４月からESST社の現地責任者であった元取締役による同社の会社資金横領の疑念が生じました。そのため、現地調査

を実施したところ、平成21年から不正行為発覚までの７年間、虚偽・架空の経費計上により、自身の旅費交通費や飲

食代等を不当に請求し、会社資金を私的に流用した不正行為が判明いたしました。

　当社は平成27年12月15日、調査委員会を設置し、現地調査を実施する等、被害金額を含む不正行為の真相解明、原

因の究明、再発防止策等を検討し、平成28年１月29日、調査委員会より調査結果を記載した調査報告書を受領いたし

ました。

　調査報告書の指摘を受け、過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている四半期連結財務諸表に含ま

れる不適切な会計処理を訂正し、有価証券報告書等の訂正報告書を提出するものであります。

 

２．会計処理

　四半期連結財務諸表において、元取締役による旅費交通費等の横領額を発生した時期ごとに長期未収入金に振り替

え、貸倒引当金繰入額（営業外費用）として全額貸倒引当金を計上いたします。

 

　これらの決算訂正により、当社が平成26年８月12日付で提出いたしました第65期第１四半期（自　平成26年４月１

日　至　平成26年６月30日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引

法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人ト―マツにより四半期レビューを受けており、

その四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1）業績の状況

第４　経理の状況

２．監査証明について

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

（セグメント情報等）

セグメント情報

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 4,294,941 2,972,692 15,902,388

経常利益又は経常損失（△） （千円） △18,288 17,598 221,271

四半期（当期）純損失（△） （千円） △119,243 △44,249 △569,762

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 824,843 △128,901 406,557

純資産額 （千円） 13,711,750 13,214,970 13,350,794

総資産額 （千円） 20,352,905 18,960,852 18,343,511

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △13.66 △5.07 △65.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.4 69.7 72.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策等の効果から企業収益や雇用環境の改善が見ら

れ、景気は緩やかな回復基調にありますが、海外経済の減速や円安による原材料価格の上昇等の懸念要因があ

り、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、製品開発を強化し、高付加価値製品の供給、新規販路の開拓等に取

組み、受注の獲得に努めるとともに、生産効率向上による製造コストの低減を進めてまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は29億72百万円（前年同期比30.8％減）となりました。

利益面につきましては、営業利益67百万円（前年同期は１億48百万円の営業損失）、経常利益17百万円（前年同

期は18百万円の経常損失）、四半期純損失44百万円（前年同期は１億19百万円の四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ゴルフ事業

ゴルフ事業につきましては、海外廉価品との価格競争の中で収益性の見直しを図り、高付加価値製品に受注を

集中したことにより受注減となりましたが、一方でタイ工場の生産工程改善による製造原価の低減等に努めた結

果、売上高９億32百万円（前年同期比53.1％減）、営業損失１億65百万円（前年同期は４億３百万円の営業損

失）となりました。

②ステンレス事業

ステンレス事業につきましては、高付加価値製品の供給に努めるとともに、新規取引先との取引の拡大を図

り、売上高３億24百万円（前年同期比9.9％増）、営業利益92百万円（前年同期比38.0％増）となりました。

③鍛造事業

鍛造事業につきましては、前年同期が自動車購入減税の駆け込み需要の影響等がありましたが、新規受注の

獲得、農耕機部品の取扱い拡大に努めた結果、売上高17億15百万円（同14.7％減）、営業利益２億36百万円

（同21.4％減）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対応すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億23百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい変更はありません。

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績について著しい変更はありません。

(6) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,800,000

計 29,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,441,800 9,441,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 9,441,800 9,441,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 9,441,800 － 1,241,788 － 1,183,788

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　711,700 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,729,400 87,294 同上

単元未満株式 普通株式　　　　　700 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,441,800 － －

総株主の議決権 － 87,294 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社遠藤製作所 新潟県燕市東太田987番地 711,700 － 711,700 7.5

計 － 711,700 － 711,700 7.5

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表において、自己株式と表示している当社株式が42,500株あります。これは、従業

員株式所有制度の導入により、平成23年３月16日付で野村信託銀行株式会社（遠藤製作所従業員持株会専用信託

口）（以下、「専用信託口」といいます。）に譲渡した自己株式222,200株のうち、平成26年６月30日現在、専用

信託口が所有する当社株式であります。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,193,247 5,615,540

受取手形及び売掛金 2,304,482 2,441,406

商品及び製品 710,700 694,543

仕掛品 524,570 560,489

原材料及び貯蔵品 1,045,028 952,667

繰延税金資産 11,353 4,743

その他 144,228 152,674

貸倒引当金 △10,083 △10,090

流動資産合計 9,923,528 10,411,974

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,917,498 2,845,681

機械装置及び運搬具（純額） 2,967,394 2,968,187

工具、器具及び備品（純額） 76,366 85,971

土地 1,725,884 1,718,320

建設仮勘定 34,226 116,058

有形固定資産合計 7,721,370 7,734,218

無形固定資産 15,608 18,316

投資その他の資産   

投資有価証券 90,112 90,620

繰延税金資産 5,470 5,960

投資不動産（純額） 338,208 337,585

退職給付に係る資産 214,543 327,138

長期未収入金 ※ 130,170 ※ 140,737

その他 40,842 41,423

貸倒引当金 ※ △136,344 ※ △147,124

投資その他の資産合計 683,004 796,342

固定資産合計 8,419,983 8,548,877

資産合計 18,343,511 18,960,852
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,019,147 1,092,102

短期借入金 931,811 930,178

未払法人税等 103,593 117,969

未払金及び未払費用 584,385 593,962

賞与引当金 34,597 112,709

その他 117,106 274,663

流動負債合計 2,790,641 3,121,584

固定負債   

社債 600,000 1,100,000

長期借入金 951,478 855,335

リース債務 266,747 247,248

繰延税金負債 129,435 172,922

退職給付に係る負債 140,496 139,271

役員退職慰労引当金 43,119 40,814

資産除去債務 59,235 59,458

その他 11,562 9,245

固定負債合計 2,202,075 2,624,296

負債合計 4,992,717 5,745,881

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,241,788 1,241,788

資本剰余金 1,189,873 1,189,873

利益剰余金 10,543,866 10,483,209

自己株式 △315,111 △305,625

株主資本合計 12,660,416 12,609,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,435 △1,927

為替換算調整勘定 655,322 570,330

退職給付に係る調整累計額 37,490 37,321

その他の包括利益累計額合計 690,377 605,725

純資産合計 13,350,794 13,214,970

負債純資産合計 18,343,511 18,960,852
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 4,294,941 2,972,692

売上原価 4,013,563 2,425,477

売上総利益 281,377 547,215

販売費及び一般管理費 430,134 479,987

営業利益又は営業損失（△） △148,756 67,227

営業外収益   

受取利息 3,097 6,710

受取配当金 809 1,030

投資不動産賃貸料 4,493 4,493

為替差益 152,272 -

その他 21,414 7,189

営業外収益合計 182,087 19,424

営業外費用   

支払利息 20,420 16,734

減価償却費 5,611 4,107

シンジケートローン手数料 5,616 6,321

貸倒引当金繰入額 ※ 11,157 ※ 10,567

為替差損 - 18,531

その他 8,812 12,790

営業外費用合計 51,619 69,052

経常利益又は経常損失（△） △18,288 17,598

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△18,288 17,598

法人税、住民税及び事業税 69,958 48,639

法人税等調整額 30,996 13,209

法人税等合計 100,955 61,848

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △119,243 △44,249

四半期純損失（△） △119,243 △44,249

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

訂正四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △119,243 △44,249

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12,229 508

為替換算調整勘定 956,317 △84,991

退職給付に係る調整額 - △169

その他の包括利益合計 944,087 △84,652

四半期包括利益 824,843 △128,901

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 824,843 △128,901

少数株主に係る四半期包括利益 － -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から対象給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が109,742千円増加し、利益剰余金が70,893

千円増加しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号　平成25年12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度

の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用していた方法を継続するため、当実

務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（追加情報）

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おります。

(1) 取引の概要

当社は、平成23年２月15日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向

上のインセンティブ付与と、株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的

な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」と

いいます。）の導入を決議いたしました。

本プランは、「遠藤製作所従業員持株会」（以下、「本持株会」といいます。）へ当社株式を譲渡する

目的で設立する「従業員持株会専用信託口」（以下、「専用信託口」といいます。）が、本プランを導入

後５年間にわたり、本持株会が取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当に

よって予め取得し、毎月、当社株式を本持株会に対してその時々の時価で売り付けます。

本信託の終了時点で専用信託口に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額を残余

財産として、本信託契約で定める受益者適格要件を満たす従業員に分配します。

なお、当社は、専用信託口が当社株式を取得するための借入に対して保証をしているため、当社株価の

下落により専用信託口内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において専用信託口内に当該株式売

却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

当社は、平成23年３月16日付で、自己株式222,200株（123,987千円)を専用信託口へ譲渡しております。

当該自己株式については、当社が専用信託口へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。また、

専用信託口が所有する株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益を、当社の連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結包括利益計算書に含めて表示しております。

 

(2)「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　

平成25年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。
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(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額

前連結会計年度　33,201千円、当第１四半期連結会計期間　23,715千円

②　当該自社の株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③　期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数　前連結会計年度　59,500株、当第１四半期連結会計期間　42,500株

期中平均株式数　前第１四半期連結累計期間　103,900株、当第１四半期連結累計期間　52,980株

④　③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりませ

ん。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

固定資産   

投資その他の資産   

長期未収入金 130,170　千円 140,737　千円

貸倒引当金 △130,170 △140,737

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日

　　至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年６月30日）

営業外費用   

貸倒引当金繰入額 11,157　千円 10,567　千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 229,082千円 213,863千円

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 87,301 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 87,300 10 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ ゴルフ事業

ステンレス
事業

鍛造事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 1,989,150 294,897 2,010,893 4,294,941 － 4,294,941

セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,550 － － 2,550 △2,550 －

計 1,991,700 294,897 2,010,893 4,297,491 △2,550 4,294,941

セグメント利益又は損失（△） △403,757 66,931 300,494 △36,331 △112,425 △148,756

 
（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△112,425千円には、セグメント間取引の消去△2,550千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△109,875千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ ゴルフ事業

ステンレス
事業

鍛造事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 932,686 324,115 1,715,890 2,972,692 － 2,972,692

セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,550 － － 2,550 △2,550 －

計 935,236 324,115 1,715,890 2,975,242 △2,550 2,972,692

セグメント利益又は損失（△） △165,641 92,347 236,040 162,746 △95,519 67,227

 
（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△95,519千円には、セグメント間取引の消去△2,550千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△92,969千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △13円66銭 △5円07銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △119,243 △44,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（千円）
△119,243 △44,249

普通株式の期中平均株式数（株） 8,730,122 8,730,060

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月５日

株式会社遠藤製作所

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神代　勲　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社遠藤

製作所の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２６年４月

１日から平成２６年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日ま

で）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社遠藤製作所及び連結子会社の平成２６年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成２６年８月７日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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